




On the Youth Education System for the Young People with Special Needs in Denmark: 










































資料 ．STU KØBENHAVNSVEJ 発行のパンフレット「STU KØBENHAVNSVEJ PRAKTISK 
UDDANNELSE FOR UNGE MED SÆRLIGE BEHOV」の紹介
資料 ．Lov om ungdomsuddannelse for unge med særlige behov（Lovbekendtgørelse nr 783 af 15/06/2015）
の全訳、及び2019年 月28日統合法律第610号（Lovbekendtgørelse nr 610 af 28/05/2019）による STU
法の改正の解説







え方（ ）、STUの教育の構成要素（ ）、教育計画に記されるべき内容（ ）、教育の諸
要素の多様な提供機関（学校、諸機関等）（ ）、コムーネ議会と多様な提供機関（学校・諸
機関）との協定の締結（ ）、教育全体の授業時間数（ ）、実習の授業時間数（ ）、STU

























設定が必要とされる場合が生じることになるのである（STU法第 条第 項、省令の第 条


































　STU法の以上の規定（第 条第 項・第 項）によれば、STUにおける教育の構成要素は、
大きく、⑴家庭生活教育を含む「学科及び諸活動」と⑵「実習」であるということになる（省
令はさらに、⑶「訓練」を加えている）。






























上、省令第 条第 項第 号）と規定している。 つ目は、「教育計画の諸目標を達成するこ
とに貢献し、また、若者が実際に、労働市場への入会を検討する機会を得る、企業及び諸機関



































































いう）から教育が供給されることが予定されている。そこで STU法は、第 条第 項において、
「コムーネ議会は、教育の準備（tilrettelæggelse）に関して、第 項第 号から第 号までに掲
げる諸機関と協定を締結することができる（成人を対象とする特別教育に関する法律の第 条
第 項参照）。」と規定している（省令の第 条第 項も同様の内容を定めている。同項は、コ







れる諸機関」とは、STU法が第 条第 項において、第 号から第 号までに掲げる諸機関
と同様のものである）。







































特別教育に関する法律の第 条第 項参照）。」（指針第 章）と解説している。教育の準備は、
コムーネ議会が自身で行うことも、もちろんできるのである。





























































































は、若者自身が STUの中断を申請する場合（ ）であり、もう つは、コムーネ議会が若者
の教育ガイダンスからの提案の後に、STUの中断を決定する場合（ ）である。
　若者自身が STUの中断を申請する場合について定めている法令の規定は、STU法第 条第













































































































とができる。」と規定しているのであるが、STU法第 条第 項及び省令の第12条第 項の規
定は、STUの中断事由に「特別な場合（STUの中断が出産又は長期の病気に起因する場合）」
が認められるときは、教育の再開申請を認める年齢要件を定める規定（STU法第 条第 項
第 文）と教育の提供を受けることができる年齢要件を定める規定（STU法第 条第 項）
とを適用しないことができる旨を定めているのである。つまり法令は、年齢要件の特例を認め
















































































コムーネ議会は、第 条第 項から第 項までの規定に基づく新しい決定がなされる必要があ
ることを決定することができる。」と定めている。この条文の読み方は、STUの再開の可否の
決定手続について定める STU法第 条第 項の規定の読み方と基本的に同じでよいと思われ
るが（本稿 の記述を参照のこと）、ここにおいてもコムーネ議会（若者の移転先の
コムーネ議会）は、省令の第12条第 項が定める手続と同様の手続のもとに（省令の第12条
第 項は「STUの再開」手続について定める規定であるが、STU法第 条 a第 項の規定も
また、同法第 条第 項の規定と同様に「STUの中断」を起点としたコムーネ議会の新たな













































































































































































い（但し第 項参照）。」と規定した上で、第 項において、「第 条第 項及び第 項、第
─ 126 ─
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ネの案件処理に関する形式面の定め（formelle regler for kommunens sagsbehandling）が遵守され
ているかどうかを判断することになる。一方、特別教育不服審査会は、当該コムーネのより一
般的な行政手続、たとえば、案件処理期間（sagsbehandlingstiden）に対する判断は行うことが
できない。」（指針第10章）との解説をしている。ここにおいても、STUにおける不服申立て
の制度が、案件処理期間についてはいかなる理由で、不服申立ての判断の対象外としているの
かという点に注目する必要がある。これについても、STUの特性に注目する必要があると考
えるが、とくに、STUの教育が、参加者である若者の条件、ニーズ及び関心に基づいて個別
に計画されるものであるという点に注目する必要があるのではないかと考える。つまり、STU
は特別のニーズを有する多様な若者を対象としていること、そしてその教育は個別に計画する
必要があること（STUの教育の個別性と多様性）などから、STUにおける不服申立ての制度は、
コムーネ議会が STUに関する決定をするに際しては個々の案件ごとに相応の時間が必要にな
るなどと考えて、案件処理期間については審査の対象としないとしているのではないかと推測
されるのである。
39 STUの理解においては、さらに、若者の教育ガイダンスが果たしている役割や当該機関の働
きの実際、また、STUで実践されている教育（STUに教育を供給する学校や諸機関が行う教
育を含む）の実際についての理解も重要であると考える。これらについては、本稿の注⑶で記
した先行研究があり、それら先行研究から多くの学びと示唆を得ることができるということを、
ここに記しておきたい。
（受理日　2020年 月8日）
